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事 業 報 告 書 

 

Ⅰ．会社の現況に関する事項 

 

１． 事業の経過および成果 

 

2025 年度の我が国経済は、賃上げやインバウンド需要の拡大などにより、景気

は緩やかな回復基調を維持したものの、実質賃金の伸び悩みや生活必需品の相次

ぐ値上げにより、個人消費には依然として力強さを欠く状況が続きました。また、

円安の定着やエネルギー価格の高止まりに加え、中東情勢の緊迫化なども重なり、

企業活動を取り巻く環境は一段と厳しさを増しました。 

 

食品業界においては、物流費・包装資材費・人件費の上昇が継続し、価格改定

への対応が広く求められる一年となりました。さらに、気候変動の影響による米

などの農作物の不安定な収穫、秋鮭を中心とした水産物の不漁による食品価格の

高騰は、消費者の節約志向を一層強める要因となりました。 

 

このような環境の下、当社の 2025 年度の売上は、各部門とも近年になく好調に

推移し、全社の売上高は前年対比 109.5％となりました。売上総利益についても、

商品の値入改善や価格改定への取り組みにより、利益率も前年から約 0.3 ポイント

改善いたしました。 

 

一方で、販管費の上昇は極めて大きく、特に物流関連費用や人件費の増加が収

益を圧迫しました。運賃は前年より約 3,000 万円増加、共配費（センターフィー）

も約 3,000 万円増加し、さらに人件費（給与）についても約 1,800 万円増加いた

しました。また、金利上昇に伴う負担も重なり、売上総利益の伸長だけでは十分

にカバーできず、最終利益は苦戦を強いられる結果となりました。 

 

部門毎に見ると、水産部門では、干物・マグロ・サバ・うなぎ・鮭鱒など主力

商材が大きく伸長し、全体を牽引しました。一方で、魚卵・ホタテ・カニなどは

相場高騰の影響を大きく受け、販売数量が伸び悩みました。特に需要が旺盛なサ

バについては、主産地であるノルウェーの漁獲制限により年度後半から価格が急

騰したため、安定供給を優先し早期に一定量を確保したことから、期末在庫は想

定以上となりました。 

 



食品部門では、漬物や練り製品が大きく売上を伸ばした一方、海産乾物などの

素材系商材は苦戦しました。日本人の食生活の変化を考慮すると、乾物需要の大

幅な回復は容易ではない状況が続いています。また、当社主力商品の一つである

梅干についても、前年に続く凶作による原料高騰の影響を受け、厳しい一年とな

りました。 

 

製造部門では、秋口にかけて数千万円規模の設備投資を行い、惣菜製造ライン

を新設いたしました。「うま煮」などの年末商品には稼働開始が間に合いましたが、

当期の業績への寄与は限定的となりました。また、焼きそば製品については引き

続き好調に推移した一方、刺身類やギフト商品は伸び悩みました。そのような中、

秋より製造を開始したクラゲ製品が予想を大きく上回る反響を呼び、当社の新た

なヒット商品として急成長しました。Instagram に投稿された動画は 350 万回以

上再生され、テレビ番組でも取り上げられるなど大きな話題となりました。しか

しながら、中東情勢の影響によるナフサ不足から、本年 4 月には包装資材が突如

納品停止となり、生産計画に大きな影響を及ぼしております。 

 

外食部門では、年度前半は両店舗とも非常に好調に推移しましたが、後半は秋

鮭の歴史的不漁により、人気商品のいくら丼の提供が難しくなり、売上にも影響

が出ました。一方で、価格改定や高付加価値商品の提案により客単価は上昇して

おり、両店とも着実に成長を遂げております。また、帯広の「銀シャリ亭くまだ」

は 7 月に約 1 週間休業し改装工事を実施、旭川同様「銀くま」ブランドへ統一い

たしました。 

 

なお、当期においては惣菜製造設備への投資や店舗改装を実施したほか、売上

の拡大、値上げ前の原料・資材確保に伴い運転資金需要は増加いたしました。 

 

２． 今後の見通しと対処すべき問題 

 

2026 年度につきましても、引き続き原材料・包装資材・物流費・人件費の上昇

が予想され、食品業界を取り巻く環境は依然として厳しい状況が続くものと思わ

れます。また、気候変動や世界情勢の影響による農水産物の供給不安も継続する

見通しであり、商品調達力の増強や、増大する経費の圧縮・価格転嫁がこれまで

以上に重要になると考えています。 

 

卸売部門では、既存の道北・道東地区において人口減少や店舗閉鎖が続いてい

ることから、本州エリアを中心とした新規販売先の開拓を積極的に進めてまいり



ます。利益率の改善を継続するため、付加価値の高い商品提案や自社商品の拡販

に取り組むとともに、新たな仕入先や商材の発掘を進めてまいります。 

 

製造部門においては、包装資材の供給不安が依然として大きな課題となってい

ます。特にクラゲ製品については需要が急増していることから、安定供給体制の

構築が急務となっています。前期より企画を進めている「銀くま監修惣菜」シリ

ーズについては、商品アイテムが徐々に増加しており、今後の成長を期待してい

ます。 

 

外食部門では、人材確保が依然として最大の課題となっています。多額の費用

をかけ求人活動を継続しておりますが、十分な成果には結びついておらず、旭川

店舗においては 2026 年 3 月よりやむを得ず営業時間の短縮を実施しております。

事業継続上の大きな課題ではありますが、引き続き労働環境改善や効率化を進め

ながら、人材確保に努めてまいります。 

 

今後も当社は、厳しい経営環境の中においても変化を前向きに捉え、商品力・

提案力・現場力を高めることで、持続的な成長と企業価値向上を目指してまいり

ます。 

 

 

 

３． 財産及び損益の状況の推移 

 

  
区 分 

第 71期 第 72期 第 73期 

(24年 3月期) (25年 3月期) (26年 3月期) 

 売上高 4,409百万円 4,386百万円 4,802百万円 

 経常利益 5百万円 5百万円 4百万円 

 当期利益 4百万円 4百万円 3百万円 

 １株当り当期利益 39円 68銭 39円 09銭 30円 53銭 

 総資産 1,757百万円 1,697百万円 1,725百万円 

 純資産 287百万円 289百万円 290百万円 

 

 

 

 

 



Ⅱ．株式に関する事項 

  

１．発行済み株式の総数 １４０，０００株 

２．自己株式         ２０，０００株 

３．株主数          ７名 

 

 

Ⅲ．会社役員に関する事項（２０２６年５月２６日現在） 

 

 取締役並びに監査役 

 

氏    名 地  位 担 当 ま た は 職 務 

熊田 泰也 代表取締役社長 全般担当 

小野 満 常務取締役 営業全般、札幌店特命 

浜田 健 取締役 水産担当（道北・道東地区）・製造担当 

池上 嘉浩 取締役 水産担当（道央地区） 

天野 和文 取締役 加工食品担当 

関口 智範 取締役 外食担当 

佐々木 貴康 監査役  

 














